財政学試験対策
・財政の三機能

　資源配分機能、所得再分配機能、経済安定化機能の三機能。マスグレイブが財政の役割を分類したものである。
・資源配分機能

　経済資源を各経済主体に配分する機能。具体例として、公共財の供給が挙げられる。できるだけ地方公共団体によって行われるのが望ましい。
・所得再分配機能

　個人間の所得格差を調整する機能。具体例として、累進課税制度、社会保障制度が挙げられる。基本的には国の役割にすべきである。
・経済安定化機能

　政策によって景気を安定させる機能。具体例としてビルト・イン・スタビライザー、裁量的財政政策が挙げられる。国の役割にすべきである。
・新SNA(国民経済計算)体系における一般政府
　原則として家計や企業に、その生産した財、サービスを無償で供給する経済主体。SNAでは、政府は自分が生産したサービスを自己消費すると約束する。
・外部性

　ある経済主体の行動が市場を通すことなく、他の経済主体に経済的影響を及ぼすこと。
・外部性の解決方法

(1) 交渉（コースの定理）…取引費用の存在により政府の介入が必要

(2) (a)ピグー税

(b)外部性の内部化（排出権市場等）

・一般歳出
　一般会計歳出から国債費及び地方交付税交付金を除いたもの。
・財政法4条

　公債の発行の原則禁止を定めているが、国会の議決があれば建設公債の発行は認められる。

・国と地方の債務

＝国債＋国の長期債務＋地方の債務

・政府最終支出
　国民に対して提供したサービスの生産に要したコストを総額で評価したもの。

・公的固定資本形成

　将来に渡って便益を生む固定資本の形成のために行われた支出。その水準は、年々低下している。

・財政赤字の国際比較

　日本の財政は、先進国の中でも最悪の水準。

財政収支対GDP比…－6%

　　債務残高対GDP比…約150%

　　純貸出/純借入…国・地方ともに貯蓄不足。

　　　　　　　　　家計・企業は貯蓄超過。

　　国民負担率（＝租税負担率＋社会保障負担率）…37.7%（平成18年度）

先進国の中でもそれほど高くない。

・プライマリーバランス

　基礎的財政収支のこと。プライマリーバランス均衡とは、新たな借入が国債発行に充てられることなく、過去の借入の償還・利払いのみに充てられる状態。つまり新規借入が発生しなくなるだけで、過去の借入のストックである残高は利払い分だけ増大する。

・潜在的な国民負担率

　財政赤字を含めた国民負担率。

・債務残高対名目GDP費

　B/Y（債務残高/名目GDP）。これを一定に保つことはプライマリーバランス均衡を保つことを意味する。なお債務残高対名目GDP費を低下させるには、PB＞（r－y）Btとなれば良い。（r…利子率、y…成長率、Bt…ｔ時点での債務残高）

・日本の財政の行動様式
　政府　　　…「量出制入」＝歳出は決められている＋歳入をコントロールする
　家計・企業…「量入制出」＝収入は決められている＋支出をコントロールする

・憲法上の財政原則
1 租税法律主義…法律に基づいた租税

2 予算承認原則

3 決算原則

4 下院優越原則…民衆の議会である衆議院に先に提出する。

・予算制度の概要
　会計年度…毎年4月1日から翌年3月31日までである。

1． 予算の単年度主義の原則…毎会計年度、予算を編成する。
　　　　　　　　　　　　　　例外：継続費、国庫債務負担行為

2． 会計年度独立の原則　　…各会計年度の歳出は、その会計年度の歳入で賄う。

　　　　　　　　　　　　　　例外：繰越明許費

・予算の形式

1 予算総則

2 歳入歳出予算

3 継続費　　　　　…予め国会の議決を経て数年度にわたり支出される経費
4 繰越明許費　　　…予め国会の議決を経て翌年度に限り繰り越して使用することが

　　　　　　　　　　　認められた経費

5 国庫債務負担行為…総額のみを明示する形で予め国会の議決を経た経費
・地方交付税

　地方交付税法の本則に定められた法定率分から成る。

　　役割

1 財源調整機能…地方自治体間の財政力格差を調整

2 財源保障機能…行政サービスのための財源を保障

　　総額

　　　地方財政計画の歳入と歳出の差額を補う形式で決定

・地方の財源

　一般財源…使途が特定されていない財源。ex.地方税、地方交付税

　特別財源…使途が特定されている財源。　ex.国庫支出金
・基準財政需要…行政の経費を各地方公共団体ごとに一定の方法で算定した額
・基準財政収入…地方税収入を各地方公共団体ごとに一定の方法で算定した額
・財政力指数＝基準財政収入/基準財政需要

・地方交付税の種類

　普通交付税…「基準財政需要－基準財政収入＝普通交付税」に基づいて交付。
　特別交付税…基準財政需要の算定の際に捕捉されなかった特別の財政需要（災害等）がある場合に交付。
・国庫支出金

　国が地方公共団体に対して使途を特定して支出する補助金等。
・地方財政計画

　約1800の地方団体の普通会計を１つの財政主体とみなし、次年度の歳入・歳出を一元的に示すもの。

・消費税率改正

　～平成８年度　　消費税3%
　　消費譲与税（消費税全体の20%分）
　　　　　　　　＋

　　地方交付税（消費譲与税以外の分＝国税分の24%）

　平成9年度～　　消費税5%＝国税分4%＋地方税分1%
　　地方消費税（消費譲与税から転換、全体の20%分）

　　　　　　　　＋

　　地方交付税（国税分の29.5%）

・三位一体改革
1) 補助金改革　　　…国庫支出金見直し、約4兆円の廃止・縮減

2) 税源配分の見直し…税源委譲は所得譲与税により措置（18年度、3兆円）

3) 地方交付税の改革…地方交付税総額を抑制

　目的…国・地方の行政のスリム化を図る→“簡素で効率的な政府”を実現する

・予算の総額決定　　⇒マクロ的編成

・予算の個別経費決定⇒ミクロ的編成

・増分主義

　前年度の予算を前提として、新規追加部分のみを審議する。この仕組みの裏には日本型議院内閣制がある。

→“政府与党二元体制”
⇒大臣の権力が弱い、族議員が各省庁と関係を持つ、個別議員の要望が省庁を通じて法案に盛り込まれることも

⇒割拠性の増幅、各省庁の要望に優先順位を付けづらくなる、重点予算が作れない
⇒増分主義の発生

・概算要求基準

　各省庁の要求する予算に上限を設ける。一般歳出を対象とする。
・予算改革の方向「Plan→Do→See」

1. NPMによる政策評価

2. 公会計の整備…企業会計並みの透明性を確保するため

・公会計の問題点
1 会計操作が行われる可能性
2 行政コスト計算書（損益計算書）に関して税＝収益、すなわち国民＝顧客とみなしている。

3 国の負債を企業の負債と同じ扱いをしている。

・複会計制度

　公会計整備の一例。経常会計と資本会計の区別が明確。会計操作の発生が問題点。
・公共財の性質
①排除不可能性（非排除性）…対価を支払わずにその財・サービスを享受する者を排除

することができない。
②非競合性　　　　　　　　…ある人の享受する財・サービスの量が、他の個人の享受

　　　　　　　　　　する量に影響することなく、等量消費される。
・準公共財

　市場でも供給可能だが、民間企業にすべてを任せると供給が不十分になる財・サービス。

・地域（地方）公共財

　図書館や消防といった各地方に個別に提供される公共財。スピルオーバーが発生する可能性、つまり想定した以上の人に利用される可能性がある。

・国際公共財

　国際機関によって提供される公共財。

・公共財の最適供給条件

　MRS1＋MRS2＝MRT…パレート最適な状態である
（個人1の限界代替率＋個人2の限界代替率＝公共財と私的財の限界変形率）

・個人が公共財を供給する場合
　MRS1＝MRS2＝MRT…パレート最適な状態ではない

　　

・ナッシュ均衡

　パレート最適な状態ではない。

⇒各人が公共財を供給するケースでは、公共財の量は過少になる。

・リンダール均衡

　パレート最適な状態である。

　⇒ただし、各人が自分の限界代替率を正しく表明することが条件
　⇒実際にはフリーライダーが存在し、その結果限界代替率を過少表明するインセンティブが生まれるので困難
　⇒公共財の量が減少

・公共財と政治的意思決定
　多数決投票を行うと、中位投票者の効用最大化点が採択される。
⇒ただし、単峰型選好でなければ投票のパラドックスが生じる。

・政府の失敗

　１．情報の限定

　２．市場の反応に対する制御の限界

　３．官僚機構の制御の限界

　４．政治過程の限界

・価値財（メリット財）

　財の性質ではなく、国民の選好に基づいて政府が特に提供することを求められる財。

・費用便益分析

　ある公共財を供給するときに得られる便益が、その公共財を供給するときにかかる費用を上回るかどうかの分析

・課税の根拠

1 租税利益説：公共サービスの対価として税金は存在するという説

2 租税義務説：国家の一部である個人は税金を納めなければならない。

現在では②が主流。しかし国家有機体説に基づいてはいない。

・課税の基本原則

1） 公平

　垂直的公平：経済力が高い人ほど、租税負担が増える。

　水平的公平：経済力が同じであれば、租税負担は等しい。

2） 中立

　課税が経済活動に資源配分上の歪みをできる限り与えないようにすること。

3） 簡素
　課税する際に生じる費用が小さく、手続きも煩雑でなく、納税者が理解しやすいこと。

・租税原則の大きな2つの枠組み

　応益原則…租税は政府が与える便益に応じてかけられるべきである。
応能原則…租税は経済主体の租税負担能力あるいは租税支払い能力に応じてかけられるべきである。
・課税システムの基本概念
　租税主体：法律上、税を納める人

　課税物　：課税の対象となる物・行為・事実

（課税客体）

　課税標準：税額算定の基礎となる金額、数量

　税率　　：課税標準に適用される比率

・平均税率…　T/B　　　　　　（T＝税額　B＝課税標準）
・限界税率…⊿T/⊿B　

・累進課税の場合…平均税率＜限界税率

・比例課税の場合…平均税率＝限界税率

・逆進課税の場合…平均税率＞限界税率
※以下のトピックの大半は図が無いと説明できないので、各自参考書を読んでください（笑
　井堀利宏先生の財政学がいい感じらしいです。
・市場経済における各種租税と経済循環の関係

・支出税　　…消費税を担税能力の指標として課税。中立的である。
・一括固定税…課税後に代替効果が生じないため中立的である。
・労働所得税…課税後に代替効果が生じるため中立的でない。

・資本所得税…課税後に代替効果が生じるため中立的でない。

・累進課税が比例税と同一の税収を得るための条件

　累進所得税率＞比例所得税率
・公的扶助の性質

　最低生活水準に達するように公的扶助を行うと、働くほど給付が減ってしまうので、働かない方が良いと判断する人が存在するようになる。それを解消するための制度として提案されたのが、負の所得税である。

・法人所得課税

　法人税の根拠
1． 個人所得税の前取り…法人擬制説に基づく

2． 絶対的法人説　　　…法人実在説に基づく

　経済政策上、法人税はツールとして機能する。⇒景気刺激のための法人税率の引き下げ
　日本において、法人税は大きなウエイトを占める。

　法人税は株主にとっては二重課税になる。⇒企業利潤に課税後、配当にも課税
・二重課税対策（法人擬制説に基づく）
　案①：配当をコストとして認める（非課税）

　　　　⇒日本のように法人株主のウエイトが大きいと実現できない。

　案②：インピュテーション方式＝法人税を残しつつ、個人株主の段階で調整する方式。

　　　　⇒内部留保が調整されないため、この方式も完全ではない。

・法人税の経済効果
　配当に課税されるため、限界収益は税引き後には下にシフトする。
　⇒借り入れ、社債発行のインセンティブを企業に与える。

・消費課税

　個別消費税…商品ごとに課税
　一般売上税…商品全体に課税　－単段階税

　　　　　　　　　　　　　　　－多段階税

・課税のプロセス

　課税⇒転嫁⇒帰着

・ラムゼーの研究

　同じ税額を得るためには超過負担の少なくなる必需品に高い税率をかけ、超過負担の多くなる奢侈品に低い税率をかけるべきである。
　この結果は効率性を満たすが、公平性は満たさない。

・個別消費税VS一般売上税

　特定の財のみに課税する個別消費税は相対価格を変化させてしまうため、経済主体の行動に歪みを与えてしまう。そのため、全ての財に同じ税率をかける一般売上税の方が望ましい。

・一般売上税の歴史

①取引高税　…課税の累積により無駄に税が重くなる。
垂直統合を促進させるため、経済活動に対して中立的でない。

②単段階税　…各段階の把握＝役所での登録が必要である。

　　　　　　　「登録業者→費登録業者」の取引に課税する。⇒しかし課税逃れが多発

　③小売売上税…全ての業者を登録業者にする。→小売段階で課税

　

・消費型付加価値税
　C（課税ベース）=W＋P＋D－I

メリット

　　投資Iが控除されているから、投資促進的である。

　　事務処理が技術的に簡素である。

　⇒そのため消費型付加価値税が最も普及している

・付加価値税の税額計算

　（１）帳簿方式　　　　　　　　…全ての計算を業者にやらせる

　（２）前段階税額控除方式　　　…業者は全て計算する必要なし

　　　（インボイス方式）

　（３）帳簿方式＋免税　　　　　…税収が（１）に比べて減少

　（４）前段階税額控除方式＋免税…3段階目の業者の税負担が増えてしまう

→以降の業者も増える（取り戻し効果）

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒取り戻し効果が存在してしまうため、免税は帳簿方式のほうがやりやすい。

・税の還付

　外国に製品が輸出される時に、国内での税額を除いて輸出する。（仕向地原則の適用）

　⇒国内税額を除かないと、外国の購入者が税負担してしまうため。

　よって、輸出業者に税の還付が行われる。

・簡易課税制度

　みなし仕入れ率を用いて税額を算出。対象は売り上げ5000万円以下の業者。
　→帳簿方式による税額算出コストを軽減させるため。

　⇒その結果、益税として業者の収入になることも。

まとめ：帳簿方式からインボイス方式に切り替えるべき

・税制改革

　方針

　　少子高齢化に対応した税制の構築
そのための策として所得課税→消費課税というシフト
　今の日本では所得税≒労働所得税

　　⇒個人の所得を労働所得と資本所得に分けて分離課税

　今は所得課税中心＝働いている世代にのみ税負担が偏る
　　⇒高齢者にも負担させよう

　　⇒消費課税中心＝前世代に偏りなく税負担させる

　消費課税中心へのシフトによって世代間の問題は解消できる一方、消費課税は所得の肯定にかかわらず等しく課税されるため、低所得者ほど負担が大きいという世代内の問題が残る。

　　⇒具体的な解決策は提示されていない

・最適課税論
　種類の異なる所得（消費）に別個に課税する⇒社会的効率性を達成できる

　分離課税の根拠として用いられている

⇒しかし公平性の面で実施困難

⇒公平性の面で望ましいのは、広く薄い税制　ex.レーガン期のアメリカ

・地方税について
　生産要素→移動する要素には課税困難

　生産物　→税負担の輸出、輸入が発生⇒摩擦を除去するため、境界での調整が必要

・地方分権一括法

　法的外目的税が可能に（法定外普通税の条件緩和）
・法定外税協議制度

　地方と国（総務省）の合意が必要

＜同意の条件＞

1． 住民の負担が過重にならない

2． 地方間の物の流通の障害にならない

3． 国の経済政策に沿う

・財政融資資金特別会計（以前の「資金運用部資金特会」）

→集められた資金を民間に貸す

⇒市場重視←国債引き受け団

・公債負担論

　公債は将来の負担になるか？

　１．古典派経済学（A.スミス、J.S.ミル等）

　　　　…政府を非生産的主体と認識、公債は将来世代の負担になる。

　２．新正統派（A.ラーナー）

　　　　…①公債発行は民間から政府への資金移転、②公債は国民自らに対する債務、③償還は将来の国債保有者に対する資金移転　⇒公債発行は将来世代の負担とならない

　３．ボーエン、デービス、コップ

　　　　…世代の消費可能性の現象を公債の負担とみなす。国債を保有していない人の負担が増加する。

　４．F.モディリアニ

　　　　…公債よりも増税で政府支出をした方が、民間の投資活動に対する妨げが小さい。

・公債の資産効果

　消費に対する資産効果　　…公債を保有することにより、資産が増加したとみなして消費を増加させる効果を伴う。

　貨幣需要に対する資産効果…公債を保有することで、資産全体に占める貨幣の割合が低下することとなり、元の割合に戻すために貨幣需要を増加する効果を伴う。

・公債の中立命題

　人々が公債を将来の増税で償還すると予測する結果、消費行動が変化しないという命題。

・財政投融資と財政投融資改革

　財政投融資は、国の制度・信用を通じて集められる各種の公的な資金を財源にして、社会資本整備や、外部経済への対応、民間金融市場の補完を目的として行われる政府の投融資活動である。

　これまで、郵便貯金や年金積立金は資金運用部に全額預託され、特殊法人に対して運用されていたが、平成13年度の財政投融資改革により原則として金融市場を通じて自主運用を行うこととなった。改革の背景には　①特殊法人問題　②金融の自由化　がある。

